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＜締結式資料＞ 
 

君津地域水道事業の統合広域化に関する基本協定締結式について 

 

経過報告 

   木更津市、君津市、富津市及び袖ケ浦市（以下「四市」という。）

と君津広域水道企業団（以下「企業団」という。）では、平成２５

年１０月１７日に締結した「君津地域水道事業統合・広域化に関す

る覚書」に基づき、四市と企業団の５団体の首長で構成された君津

地域水道事業統合協議会（以下「協議会」という。）を立ち上げ、

統合広域化に向けた基本計画の策定と協議検討を進めてまいりま

した。 

  検討を進めた結果、千葉県と四市を構成団体とする広域連合によ

り統合した四市水道事業と水道用水供給事業の２つの事業を行う

ため、平成２９年５月３０日の協議会において千葉県が加わること

となり、１０月１９日の協議会で統合広域化を行うための基本計画

について合意に達しました。 

  このことから、本日ここに構成６団体の首長により、四市水道

事業を統合し、水道事業と用水供給事業の経営の一体化を行うに

あたり、「君津地域水道事業の統合広域化に関する基本協定」を交

わすこととなりました。 

  今後は、総務省による広域連合の設立許可や厚生労働省による水

道事業及び用水供給事業の経営認可に向けて準備作業を進めてい

き、平成３１年１月には広域連合を設立し、同年４月から広域連合

による水道事業と水道用水供給事業を開始するものとします。 
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君津地域水道事業の統合広域化に関する基本協定 

 

木更津市、君津市、富津市及び袖ケ浦市（以下これらを「四市」という。）並びに千葉県

（以下「県」という。)並びに君津広域水道企業団（以下「企業団」という。）は、平成２９

年度に策定した「君津地域水道事業統合広域化基本計画」（以下「基本計画」という。）に

基づき、四市の水道事業を統合し、水道事業及び水道用水供給事業の経営の一体化を行うに

あたり関係する基本的事項について次のとおり協定する（県においては第１章から第３章ま

で及び第５章の規定について協定するものとする。）。 

 

第１章  総則 

（統合の時期） 

第１条 統合の時期は、平成３１年４月１日とする。 

 

（統合の方法） 

第２条 四市及び県は、統合後の水道法（昭和３２年法律第１７７号）第６条の規定による

水道事業及び同法第２６条の規定による水道用水供給事業を行うため、地方自治法（昭和

２２年法律第６７号）第２８４条の規定による広域連合を設けるものとする。 

２ 四市の水道事業を事業統合するものとし、統合後の水道事業及び水道用水供給事業は、

広域連合が経営する。 

３ 前項に規定する事業の統合に伴い、木更津市水道事業、君津市水道事業、富津市水道事

業、袖ケ浦市水道事業及び君津広域水道用水供給事業は、廃止するものとする。 

４ 前３項に規定する事業の統合及び君津広域水道用水供給事業の廃止に伴い、地方自治法

第２８８条の規定により企業団は、解散するものとする。 

 

第２章 広域連合 

（職員） 

第３条 統合後の広域連合の職員は、企業団の職員を広域連合の職員として引き継ぐものと

し、四市及び県からの広域連合への職員の派遣については、四市、県及び広域連合で協議

のうえ定めるものとする。 

 

（広域連合の経理区分） 

第４条 広域連合は、水道事業と水道用水供給事業とを区分し経理を行うものとする。 

２ 広域連合は、水道料金を統一するまでの期間は、水道事業の経理について統合前の水道

事業ごとのセグメント会計での経理を行うものとする。 

 

（水道施設の整備） 

第５条 広域連合は、地域の発展の動向に対応するとともに、給水区域における給水サービ  

スの向上を図るため、基本計画における施設整備計画に基づき施設の整備を行うものとす

る。 

２ 社会経済情勢の変化、基本計画の進捗状況等により、施設整備計画の大幅な見直しの必

要があるときは、四市、県及び広域連合で協議のうえ、施設整備計画を変更することがで

きる。 

 

第３章 水道用水供給事業 

（水道用水供給料金） 

第６条 水道用水供給事業の料金は、基本計画に基づき、費用及び収益、基本計画における

財政シミュレーションによる料金等を十分に勘案のうえ、適切に設定していくものとする。 

 

（企業団の資産等の引継ぎ） 

第７条 統合時において、企業団が所有し経営の用に供している資産及び同資産を形成する

ための負債は、台帳を整理のうえ、広域連合にすべて引き継ぐものとする。 

２ 統合前、すでに事業の用に供していない企業団の資産及び同資産を形成するための負債

は、企業団において、整理するよう努めるものとする。 

 

（経費の負担） 

第８条 統合前に県又は四市が君津広域水道用水供給事業に対し負担している経費は、それ

ぞれの負担の趣旨に応じて、統合後は広域連合に対して負担するものとする。 

 

第４章 水道事業 

（水道料金等） 

第９条 四市の水道事業は、統合時における水道料金への移行を円滑に行うことができるよ

う統合までに水道料金を適切な水準に設定するものとする。 

２ 水道料金は、統合から１０年後に統一することを目標とし、水道料金を統一するまでの

期間は、統合前の水道事業区域ごとに別に定めるものとする。 

３ 前項の規定による水道料金を統一するまでの期間における統合前の水道事業区域ごとの

水道料金は、基本計画に基づき、費用及び収益、四市の統合効果、基本計画における財政

シミュレーションによる水道料金等を十分に勘案のうえ、適切に設定していくものとする。 

４ 水道料金以外の加入金、手数料等の額は、水道料金を統一する時までに統一する。 

 

（四市水道事業の資産等の引継ぎ） 

第１０条 統合時において、四市の水道事業が所有し経営の用に供している資産及び同資産

を形成するための負債は、台帳を整理のうえ、広域連合にすべて引き継ぐものとする。 

２ 統合前、すでに事業の用に供していない四市の水道事業に係る資産及び同資産を形成す

るための負債は、各市において、整理するよう努めるものとする。 
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（財政調整） 

第１１条 統合前において、各市水道事業が累積欠損金を保有するときは、統合時までに解

消するものとする。 

 

（出資金等） 

第１２条 水道事業の施設整備に係る平成３１年度から平成４０年度までにおける広域連合

に対する四市の出資金（富津市拡張事業に係る分を除く。）は、基本計画に基づき、木更

津市は７８３，４００千円、君津市は３，４３８，０００千円、富津市は３，０６０，６

００千円、袖ケ浦市は９８５，６００千円とする。ただし、各年度における出資額が、交

付金その他の国県補助の減額等により、地方公営企業繰出し基準に基づき算出される額を

超えるときは、同基準に基づき算出される額を上限として、基本計画で定める算出方法に

より算出される額とする。 

２ 水道事業の施設整備に係る平成４１年度から平成５０年度までにおける広域連合に対す

る四市の出資金（富津市拡張事業に係る分を除く。）は、基本計画に基づき、その時点の

施設整備計画や交付金制度等を踏まえ、出資金の額、拠出方法等について四市及び広域連

合が協議のうえ定めるものとする。 

３ 富津市拡張事業に係る出資は、地方公営企業繰出し基準に基づき富津市が全額を出資す

るものとする。 

４ 統合前に四市が各市の水道事業に対し負担している経費は、それぞれの負担の趣旨に応

じて、統合後は広域連合に対して負担するものとする。 

 

（合意の範囲） 

第１３条 この章の規定は、四市及び企業団のみの合意に基づき定められたものである。 

 

第５章 補則 

（統合までの経費負担等） 

第１４条 統合に向けた準備作業を行うための組織について、四市、県及び企業団が協議の

うえ設けるものとする。 

２ この基本協定締結後、統合までの間に行う統合の準備に関する経費（人件費を除く。）

の負担については、四市及び企業団の均等負担を原則として、四市、県及び企業団の協議

により決定する。 

 

（その他） 

第１５条 この基本協定締結後、統合までの間に、社会経済情勢の変化、交付金制度の変更、

地方公営企業繰出し基準の変更等により、統合に影響を及ぼす事情変更が生じたときは、

この基本協定で定める事項及び基本計画等について四市、県及び企業団で協議するものと

する。ただし、本協定第４章の規定を変更するときは、四市及び企業団で協議するものと

する。 

２ この協定書に定めのない事項又はこの協定書の内容に疑義が生じたときは、四市、県及

び企業団（統合後にあっては、四市、県及び広域連合）が協議のうえ定めるものとする。  

 

本協定の証として本書６通を作成し、当事者記名押印のうえ、各自１通を保有する。  

 

平成２９年１０月３０日 

 

千葉市中央区市場町１番地１ 

千葉県 

千葉県知事  鈴 木  栄 治 

 

 

木更津市富士見一丁目２番１号 

木更津市 

木更津市長  渡 辺  芳 邦 

 

 

君津市久保二丁目１３番１号 

君津市 

君津市長   鈴 木  洋 邦 

 

 

富津市下飯野２４４３番地 

富津市 

富津市長   高 橋  恭 市 

 

 

袖ケ浦市坂戸市場１番地１ 

袖ケ浦市 

袖ケ浦市長  出 口    清 

 

 

木更津市新田二丁目８番１７号 

君津広域水道企業団 

企業長    渡 辺  芳 邦 
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　　　　２７．７億円の削減効果

①統合しない場合の事業費合計
（四市合計）

②統合した場合の事業費合計

６８３．９億円
７１１．６億円

君津地域水道事業統合広域化基本計画 概要

１．君津地域水道事業の概要及び課題 

 君津地域の水道事業は、四市の水道事業と君津広域水道企業団による用水供給から成り立ち、事業

統合により給水人口３２万人、１日最大配水量１２万３千ｍ3 規模の事業体が想定される。 

 君津地域の水道事業の現状の課題として 

 ①施設（モノ）         石綿管が多い、管路・設備の老朽化       → 「安定給水の危機」 

 ②管理体制（ヒト）      ベテラン職員の退職、一般部局との人事異動  → 「技術継承の危機」 

 ③料金、費用、財源（カネ）  企業債残高の増加、料金収入の伸び悩み  → 「経営の危機」 

 これらの課題を解決するためには、統合による交付金や出資金を活用することで、施設整備水準を高

めながら、経営基盤を強化してゆく必要がある。 
四市の状況 

 

２．基本計画策定の基本方針 

（１）統合時期  平成３１年４月 
（２）基本計画の期間  統合から２０年間（平成３１年度～平成５０年度） 

３．統合の形態（広域連合の設立） 

 あらたな経営主体は地方自治法第２８４条の規定により、広域連合を設立する。四市水道事業の事業

統合（水平統合）時に、君津広域水道企業団（水道用水供給事業）の経営と一体化する。 

 

４．水需要予測 

 四市の水需要（１日当たり有収水量）は、平成５０年度までに１７%程度減少する見込みである。 

 

５．施設整備計画 

（１）施設整備計画の内容 
 ①総事業費 

 計画期間（平成３１～５０年度：２０年間）の四市水道事業の総事業費は６８３．９億円。 
交付金対象期間に集中的に整備、１０年間（平成３１～４０年度）の事業費は４２６．１億円となる。 

 ②事業の概要 ※【かっこ内】は平成３１～５０年度（２０年間）の総事業費 

  ア 施設の統廃合事業  【５４．８億円】  

⇒ 配水区域の統廃合に伴う配水池３箇所の整備 

 水源 29 箇所、浄水場および配水場 9 箇所を廃止 

  イ 管路の更新事業    【４８３．１億円】  

⇒ 有効率 95%を目標に管路を計画的に更新・耐震化 

  ウ 施設設備の更新事業 【９３．２億円】  

⇒ アセットマネジメント検討結果に基づき計画的に更新 

  エ 耐震化事業       【１２．４億円】  

⇒ 統廃合事業で整備する配水池のほかに１７箇所を耐震化 

  オ 拡張事業           【１５．５億円】 ⇒ 富津市の水道未普及地域解消事業 

  カ 管理設備集約事業   【２４．９億円】 ⇒ 既存庁舎活用経費、大寺浄水場集中監視設備費 

  キ 企業団事業費      【５８６．３億円】 ⇒ 第 3 次施設整備計画、受水点（２か所）追加 

 

（２）施設整備計画の効果     
 ① 更新事業費の削減 
   ⇒ 施設の統廃合により 
    ２７．７億円の更新事業費を削減 
    将来にわたり、さらに削減が見込まれる。 
 ② 老朽管・施設の更新 
   ⇒ 有効率の向上 
     （Ｈ２７：８８．４％→Ｈ５０：９３．６％） 
 ③ 施設の耐震化の向上 ⇒ （配水池の耐震化率 Ｈ２７：１９．２％→Ｈ５０：９６．７％） 
 ④ 企業団の事業の一部に交付金が活用できる。 ⇒ 対象事業費 ５６．３億円（交付金１８．８億円） 

No 木更津市 君津市 富津市 袖ケ浦市 合計

1  現在給水人口 （人） 133,663 84,305 42,852 59,933 320,753

2  1日最大配水量 （m
3
/日） 49,835 31,418 19,543 22,109 122,905

3  石綿セメント管延長 （km） 28 119 115 22 284

4  老朽管の割合 （％） 42.4 56.2 49.2 11.2 42.0

5  経年化設備率 （％） 71.3 79.6 86.0 32.7 65.8

6  有効率 （％） 87.4 86.6 88.0 93.5 88.4

7  給水収益　a （百万円） 3,354 1,921 1,301 1,369 7,945

8  企業債残高　b （百万円） 8,761 6,222 4,687 7,222 26,892

9  企業債比率 （ｂ/a×100） （％） 261.2 323.9 360.3 527.5 338.5

10  配水池の耐震化率 （％） 8.2 0.0 11.5 100.0 19.2

項目

あらたな経営主体

広域連合の設立

地方自治法第284条

水道事業

水道法第6条(認可）

水道用水供給事業

袖
ケ
浦
市

水
道
事
業

木
更
津
市

給
水
区
域

君
津
市

給
水
区
域

富
津
市

給
水
区
域

千
葉
県
営

水
道
事
業

水道用水供給事業
（君津広域水道企業団）

千
葉
県
営

水
道
事
業

木
更
津
市

水
道
事
業

君
津
市

水
道
事
業

富
津
市

水
道
事
業

水道用水供給事業

水道法第26条(認可）

：取水～
　　　送水

袖
ケ
浦
市

給
水
区
域

：配水水道事業

あらたな経営主体

広域化の事業形態

用水
供給

現 況

統 合 後 の 事 業 形 態 （ イ メ ー ジ 図 ）

【実績】 【予測】 （単位：m3／日）

水道事業 平成27年度 平成50年度 対27年度比

木更津市 37,770 34,853 92.3% 有収水量の減少

君津市 23,326 17,302 74.2% 　⇒　事業統合により

富津市 12,645 8,629 68.2% 　　　　○効率的な事業運営

袖ケ浦市 17,671 15,083 85.4% 　　　　○施設の統廃合による施設規模縮小

合　計 91,412 75,867 83.0%

平成２８年４月１日 現在 

施設の統廃合による効果（２０年間） 

(億円)

H31～40 H41～50 20年間

木更津市 171.0 112.7 283.7

君津市 119.4 68.4 187.8

富津市 72.3 46.7 119.0

袖ケ浦市 63.4 30.0 93.4

合　計 426.1 257.8 683.9

企業団 268.1 318.2 586.3

総合計 694.2 576.0 1,270.2
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６．管理体制 

（１）管理体制の強化 
  ① 組織   ⇒ 組織の合理化で、平成２８年度３条職員※に対して４１人（用水供 
      給事業１１人）減少 ※３条職員：管理業務及び施設維持管理に携わる職員 
  ② 庁舎・管理棟  ⇒ 木更津市水運用総合センターに職員を集約 
  ③ 事務所・営業所  ⇒ 同センターを拠点として四市に営業所を整備。水道利用者への 
      利便性を向上させ、サービス水準を同一にする。 
  ④ 集中監視システム等 ⇒ 企業団大寺浄水場の新管理棟に設備を集約し、一元管理 
  ⑤ 業務委託   ⇒ 四市の業務委託内容の統一、一括発注、委託業務の拡大 
（２）管理体制の強化による効果 
  ① 庁舎・管理棟の集約 ⇒ 平成３１～５０年度（２０年間）で３．９億円の維持管理費削減 
  ② 委託費の削減  ⇒ 運転管理、システム保守等の委託費を年平均０．７億円削減 
  ③ 管理体制   ⇒ 専門技術の継承、効率的な維持管理、サービス水準向上を実現 

７．財政シミュレーション 

（１）交付金の額（見込値） 平成３１～４０年度に四市１１２億円、企業団に１８．８億円を見込む。 

 
（２）用水供給事業の受水費 
 平成３１～平成５０年度（２０年間）で受水費は２６．５億円の削減となる。 

 
（３）出資金の調整 
 統廃合事業に係るものは、出資額を配水量按分とした。その他管路事業等は、債務と将来の投資を考

慮し、現状の企業債残高と今後の管路更新事業費による差分を事業規模に応じて出資するものとした。 
 なお、これらの平成４０年度までの出資金拠出にあたっては、債務負担行為を設定するものとした。 

 

        

（４）シミュレーション結果（財政面での効果） 
  ① 費用面での効果  ⇒ 統合しない場合と比較して年平均１０．９億円の費用削減 
                       （人件費・委託料△２．４億円、企業債支払利息△２．９億円 など） 
  ② 交付金・出資金等の効果 ⇒ 交付金や出資金により事業費の財源が確保できる。 
  その結果、平成４０年度における企業債残高は、単独事業よりも四

市１７０．６億円、企業団２億円の低減 
  ③ 料金面での効果  ⇒ 統合しない場合と比較して四市すべてにおいて料金は安くなる。 
      木更津市：現行料金を１０年間据置、他三市：料金改定幅抑制 

 
（５）水道料金の統一 
  ① 平成４１年度に四市水道料金の統一を目標とする。 
  ② 料金統一までの期間は市域別に料金を設定することとし、市域毎のセグメント別に会計を行う。 

 
                      ※供給単価（円/㎥）有収水量１㎥当たりでどれだけの収益を得ているかを示す＝給水収益÷有収水量 

８．今後のスケジュール 

 以下のスケジュールを目標に検討を進める。 

目 
 

標 

① 広域連合設立   平成３１年 １月 
② 事業統合   平成３１年 ４月 
③ 交付金事業期間   平成３１～４０年度 

H31～50年度の交付金見込額

交付金額 木更津市 君津市 富津市 袖ケ浦市 小計 企業団 合計

H31-40 49.5 32.5 16.1 13.9 112.0 18.8 130.8

H41-50 0.8 1.4 0.6 0.0 2.8 0.0 2.8

※富津市の拡張事業費にかかる補助金（H31-40：3.6億円、H41-50：3.8億円）は外数。交付率47.5％（国40％、県7.5％）

用水供給事業の受水費

H31～40 H41～50 合計

単独事業（A) 591.2 624.6 1,215.8

統合事業（B) 575.4 613.9 1,189.3

効果（B)- （A) ▲ 15.8 ▲ 10.7 ▲ 26.5 

受水費
（億円）

四市
出資金
H31-40

出資金
H41-50

老朽管の割合 42% 企業債残高 87.6億円

配水池の耐震化率 8% 企業債比率 261%

老朽管の割合 56% 企業債残高 62.2億円

配水池の耐震化率 0% 企業債比率 324%

老朽管の割合 49% 企業債残高 46.9億円

配水池の耐震化率 12% 企業債比率 360%

老朽管の割合 11% 企業債残高 72.2億円

配水池の耐震化率 100% 企業債比率 528%

7.8億円 

34.4億円 

30.6億円 

9.9億円 

82.7億円 計

袖ケ浦市

※1)富津市の拡張事業にかかる出資金（H31-40：2.5億円、H41-50：2.7億円）は外数
※2)平成41年度以降は、耐震化事業に対する交付金であり、交付金制度等の状況を確認したうえで出資の拠出を協議す
るものとする。ただし、袖ケ浦市は既に耐震化が完了していることから出資をしないものとする。

施設整備水準　(H27) 経営基盤　 (H27)

木更津市

君津市

富津市

1.0億円 

1.9億円 

0.8億円 

0.0億円 

3.7億円 

低い 良

要改善

高い

低い

低い 要改善

要改善

水道料金の比較　平成４０年度 単位：円 水道料金の比較　平成５０年度 単位：円

団体 木更津市 君津市 富津市 袖ケ浦市 団体 木更津市 君津市 富津市 袖ケ浦市

 統合料金（Ａ） 3,900 4,262 5,152 4,214  統合料金（Ａ） 4,847 4,847 4,847 4,847

 単独料金（Ｂ） 4,317 5,056 6,389 4,692  単独料金（Ｂ） 4,927 5,849 7,626 5,498

 比較（Ａ－Ｂ） ▲ 417 ▲ 794 ▲ 1,237 ▲ 478  比較（Ａ－Ｂ） ▲ 80 ▲ 1,002 ▲ 2,779 ▲ 651 

※口径20mmで１か月に20㎥使用した場合の水道料金

200

250

300

350

400

450

500

H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39 H40 H41 H42 H43 H44 H45 H46 H47 H48 H49 H50

統合料金の推移

富 281円

料金統一

供給単価（円/m3)

袖 212円

木 243円

統合 木更津市 単独 木更津市

統合 君津市 単独 君津市

統合 富津市 単独 富津市

統合 袖ケ浦市 単独 袖ケ浦市

君 262円

富 313円

袖 245円

君 274円

富 329円

袖 256円

統 282円

統 302円

君 225円
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四市の現状の課題と統合の効果

（１）袖ケ浦市を除く三市は、老朽管の割合が50％前後と高く、 （１）老朽管・施設の更新 　⇒　 有効率、有収率の向上　
　　有効率も９０％に達していない。 （２）四市の施設整備水準の向上、均一化

（３）管路及び配水池の耐震化が加速
（２）石綿セメント管は君津市、富津市で234km残存（Ｈ27実績） （４）緊急時の水道用水の確保
   （参考　H26実績における残延長の全国順位：君津市　第２位、富津市　第３位）

平成50年度の状況（シミュレーション）

（３）配水池の耐震化が袖ケ浦市を除き進んでいない。 項目 木更津市 君津市 富津市 袖ケ浦市 合計

 老朽管の割合 0.0% 16.0% 14.6% 0.0% 7.1% 

 石綿セメント管 0km 0km 0km 0km 0km 

 塩ビ・鋳鉄管 0km 134km 68km 0km 202km 

 有効率 95.0% 91.3% 90.8% 95.0% 93.6% 

四市の施設の状況  配水池の耐震化率 100.0% 90.5% 94.5% 100.0% 96.7% 

項目※H27実績 木更津市 君津市 富津市 袖ケ浦市 合計

 老朽管の割合 42.4% 56.2% 49.2% 11.2% 42.0% 

 石綿セメント管 28km 119km 115km 22km 284km 交付金事業期間の四市の事業費

 塩ビ・鋳鉄管 407km 353km 114km 35km 909km 項目 木更津市 君津市 富津市 袖ケ浦市 合  計

 有効率 87.4% 86.6% 88.0% 93.5% 88.4%  交付期間平均 17.1億円 11.9億円 6.5億円 6.3億円 41.8億円 

 配水池の耐震化率 8.2% 0.0% 11.5% 100.0% 19.2%  過去５ヶ年平均 11.8億円 5.6億円 3.2億円 5.0億円 25.6億円 

 倍率 1.45倍 2.13倍 2.03倍 1.26倍 1.63倍 

（１）専門技術の継承
（１）ベテラン職員の退職や一般部局との頻繁な人事異動等により、 （２）効率的な維持管理の実現

（３）危機管理能力の向上
（４）サービス水準の向上、均一化

（２）適正な維持管理、更新事業を実施するための人材確保（技術者）

３条職員数

３条職員数 項目 木更津市 君津市 富津市 袖ケ浦市 合  計

項目 木更津市 君津市 富津市 袖ケ浦市 合  計  平成４０年度 20人 13人 7人 9人 49人 

 平成２８年度 ※ 27人 22人 17人 13人 79人   統合後に必要な人材を確保したうえで、職員の集約等により人員削減を図るものとした。

（１）人員の削減と事務の効率化によるコスト抑制　　
３条費用の統合後２０年間（Ｈ31-50）の年平均削減額　

項目 木更津市 君津市 富津市 袖ケ浦市 合計

（２）経営の健全化を図るため、料金の引き上げや一般会計  人件費・委託費 ▲ 1.1億円 ▲ 0.2億円 ▲ 0.7億円 ▲ 0.4億円 ▲ 2.4億円 

 その他（支払利息等） ▲ 3.1億円 ▲ 2.7億円 ▲ 1.5億円 ▲ 1.2億円 ▲ 8.5億円 

計 ▲ 4.2億円 ▲ 2.9億円 ▲ 2.2億円 ▲ 1.6億円 ▲ 10.9億円 

項目 （２）施設の統廃合により、２０年間で施設整備費２７．７億円の削減効果
収入 支出 差 収入 支出 差 .

 木更津市 39.7億円 35.3億円 4.4億円 39.0億円 39.1億円 ▲ 0.1億円 項目 木更津市 君津市 富津市 袖ケ浦市 合計

 君津市 21.8億円 21.4億円 0.4億円 21.2億円 23.4億円 ▲ 2.2億円  単独の場合① 288.2億円 200.5億円 129.0億円 93.9億円 711.6億円 

 富津市 15.0億円 14.8億円 0.2億円 12.4億円 17.0億円 ▲ 4.6億円  統合の場合② 283.7億円 187.8億円 119.0億円 93.4億円 683.9億円 

 袖ケ浦市 18.6億円 18.7億円 ▲ 0.1億円 17.5億円 19.6億円 ▲ 2.1億円 ②－① ▲ 4.5億円 ▲ 12.7億円 ▲ 10.0億円 ▲ 0.5億円 ▲ 27.7億円 

※現況の水道料金を維持し、各市の建設改良事業を考慮して試算した結果である。

（３）財源の確保
・統合交付金・出資金（いずれも事業費の１/３を上限）
・統合交付金対象期間に事業費を集中的に配分
統合２０年間の統合交付金・出資金（シミュレーション）

項目 木更津市 君津市 富津市 袖ケ浦市 合計

 統合交付金 50.3億円 33.9億円 16.7億円 13.9億円 114.8億円 

 出資金 8.8億円 36.3億円 31.4億円 9.9億円 86.4億円 

現　　　　状　　　の　　　　課　　　題 統　　　　合　　　　の　　　　効　　　　果

施設

（モノ）

施設

（モノ）

（年あたり）

料金

費用

財源

（カネ）

料金

費用

財源

（カネ）

（１）現水道料金を維持する場合、木更津市を除く三市は、
　数年以内に赤字になると予測される。

　からの助成等が必要となる見込みである。

H27（決算）　収益的収支 H40（見通し）　収益的収支

管理
体制

（ヒト）

管理
体制

（ヒト）

　・広域連合の設立
　・木更津市水運用総合センターへの職員集約
　・大寺浄水場管理棟への集中監視設備の集約　水道に関する技術の確保や継承が困難である。

　が必要である。

※老朽管は、

耐震性の低い

石綿ｾﾒﾝﾄ管、

塩化ﾋﾞﾆｰﾙ管、

普通鋳鉄管と

した。

なお、一部に

法定耐用年数

を超過していな

い管を含む。

経

営

の

危

機

統 合
(一元管理)

・ 施 設 の 統 廃 合

・ 統 合 交 付 金 の活用

・ 出 資 金

（ 交 付 税 措 置 有 ）

・専 門 技 術 者 の 確 保

・管 理 水 準 の 統 一

・ 施 設 の 統 廃 合

・ 庁 舎 の 集 約

・ 組 織 のス リ ム 化

・ 委 託 の 集 約 ・ 拡充

・ 統 合 交 付 金の活 用

・ 出 資 金

（ 交 付 税 措 置 有 ）

※富津市拡張事業分

を含まない。

※富津市拡張事業分

を含まない。

技
術
継
承
の
危
機

安

定

給

水

の

危

機

将

来

の

料

金

引

き

上

げ

幅

を

抑

制

経

営

基

盤

の

強

化

高
品
質
な
サ
ー
ビ
ス

強

靭

な

水

道

の

実

現

※事務分掌を踏

まえて整理した

実質的な職員


